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POINT 1

BEPS2.0の国内法制化の動向

日本では2023年度税制改正（2023年
4月1日施行）においてBEPS2.0の国内
法制化が実施される予定であるが、施
行日については2023年度以降になるこ
とが予想される。詳細については2022

年12月10日頃に公表される2023年度
税制改正大綱により明らかになる見込
みである。

POINT 2

BEPS2.0の国内法制化によって
日系企業への影響は甚大

BEPS2.0の国内法制化が日系企業に
もたらす影響は甚大であり、企業の税
務の領域にとどまらず、財務・会計・シ
ステム・情報管理をはじめとする企業統
治体制強化が重要な経営課題となる。

POINT 3

GloBEルールの国内法制化と
GCMS KPMG Digital Gateway
が果たす役割とは

KPMGにはグローバル・コンプライアン
ス・マネジメント・サービスが開発した
KPMG Digital Gatewayという情報収
集管理プラットフォームが存在する。
KPMGでは、日系多国籍企業のGloBE

ルールに沿ったグローバル税務ガバ
ナンス体制を構築するため、KPMG 

Digital Gatewayを用いて最適化された
グローバル税務ガバナンス体制の構築
を支援し、日系企業の税務のDX化を
支援することを提案する。
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在、2023年度税制改正においてOECD（経済協力開発機構、以下「OECD」
という）によるBEPS（税源浸食と利益移転：Base Erosion and Profit 
Shifting、以下「 BEPS」という）2.0 包摂的枠組みの国際合意に基づく大幅

な税制改正が実施される予定です。
BEPS2.0の国内法制化に大きな影響を与えるOECDによる「 Implementation 
Framework Agreement」の公表が2022年12月頃を予定しており、その後の国際
的な合意時期をふまえてBEPS2.0の国内法の施行については2024年4月1日になる
ことが予想されます。
なお、BEPS2.0の国内法制化についてはその施行時期と併せて2022年12月10日
頃に公表される2023年度税制改正大綱にて明らかとなる見込みです。
BEPS2.0の国内法制化が日系企業にもたらす影響は甚大であり、企業の税務の領域
にとどまらず、財務・会計・システム・情報管理をはじめとする企業統治体制強化が重
要な経営課題となります。
また、本件に関する国内法制化は、財務・経理・税務部門の在り方にも大きな変革を
もたらし、関連各部門の密なる連携や、海外拠点を巻き込んだグループ全体でのガバ
ナンス体制の構築が喫緊の課題となり、企業統治を監督していく見地からも重要な影
響を及ぼします。
日系企業においては、早期に法改正に対応し得る企業ガバナンス体制を構築すること
が肝要です。本稿では「 KPMGが考えるBEPS2.0の国内法制化を見据えた日系企
業への影響」について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお
断りいたします。

現
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Ⅰ

BEPS 2.0 GloBEルールの
概要

1. GloBEルールとは

2021年12月20日、135ヵ国が参加する
「 BEPSに関するOECD/G2 0の包括的枠組
み」（OECD/G2 0 Inclusive Framework on 

Base Erosion and Profit Shifting）は、第2の
柱に基づく税源浸食防止（ GloBE：Global 

Anti Base Erosion）モデルルールを公表し
ました。GloBEルールは、多国籍企業が
事業を行っている各国・地域で発生する
所得に対して最低限の税金を課すことを
目的としたもので、所得合算ルール（ IIR：
Income Inclusion Rule）と軽課税支払ルー
ル（ UTPR： Under-Taxed Payments Rule）
の2つのルールで構成されます。
また、OECDは 2 0 2 2年 3月1 4日に、

GloBEルールに関するコメンタリー （以下、
「OECDコメンタリー」という）を発表しまし
た。OECDコメンタリーは、経済のデジタ
ル化およびグローバル化に伴う税務上の
課題に対応するための2本の柱からなる解
決策のうち、第2の柱を進めていくうえで、
各国政府に対して適切に取り組むことが
できるように提供されたものです。新しい
ルールの採用は、「共通アプローチ」に基
づいて行われます。各国・地域は必ずしも
このルールを採用する必要はありません
が、採用する場合にはGloBEモデルルール
に沿って法制化を進めることになります。

GloBEルールは、2 0 2 2年に参加国の国
内法の改正によって法制化される予定で、
IIRは2023年に、UTPRは2024年に導入さ
れる予定になっていました。しかしながら、
2022年3月15日のEU経済・財務相理事会
では、EUの最低税指令の改正案について
合意に達することができず、少なくともIIR

の導入を1年遅らせ（ 2023年12月31日以降
に開始する事業年度から）、UTPRも連動
して1年遅らせる（ 2024年12月31日以降に
開始する事業年度から）方向性で合意しま
した。この結果については、日本の導入時

期への影響が懸念されています。

Ⅱ

BEPS2.0 GloBEルール国内
法制化の最新動向

1. BEPS2.0 GloBEルールの国内法制化
の最新動向 

日本では 2 0 2 3年度税制改正において
OECDによるBEPS2.0 包摂的枠組みの国
際合意に基づく大幅な税制改正が実施さ
れる予定です。BEPS2.0の国内法制化を
含む2023年度税制改正大綱は2022年12

月10日頃に公表される見込みです。
また、BEPS2.0の国内法制化に大きな影

響を与えるOECDによる「 Implementation 

Framework Agreement」の公表が遅くとも
2 0 2 2年12月末までを予定していることも
あり、法令の施行日については2023年度
（ 2023年4月1日）以降になることが予想さ
れます。
なお、施行時期についてKPMGが入手

した情報では、立法担当者の見解として、
「 2023年度以降の税制改正（ 2023年4月
1日施行）にて大幅改正を実施する予定で
あるが、BEPS 2.0 Pillar 2の制度上、他国
より先に導入すれば日系企業の海外進出
を阻害し、日本が他国より後に導入すれ
ば、日系企業が先に他国で課税されてし
まうことになる。そのため国際合意に基
づく国際課税改革の推進と米国をはじめ
とする諸外国との協調を重視する必要が
ある」とコメントしており、2023年度税制
改正大綱の公表まで、施行時期の決定に
ついては現在も予断を許さない状況が続
いています。なお、立法担当者に拠ると、
OECDによる「 Implementation Framework 

Agreement」の公表が2022年12月頃を予
定しており、その後の国際的な合意時期
をふまえ、BEPS2.0の国内法の施行日に
ついては2023年4月1日は困難であること、
2023年度税制改正において一定の法改正
を実施した上で、その施行日については
2024年4月1日以降になることを想定して

いるとの情報を得ています。

2. BEPS 2.0 GloBEルールの適用範囲

原則として、グループ連結売上高が 7億
5,0 0 0万ユーロ以上の多国籍企業に適用
されます。これは、連結財務諸表におけ
る連結売上高に基づき判断することにな
ります。なお、ある国・地域に所在する
会社が、その他の国・地域に恒久的施設
（ Permanent Estabilishment）を有している
場合も、この基準を適用する際には1つの
事業体とみなされます。

3. 連結売上高の検証対象年度

連結売上高による判定は、4年間の検
証対象期間が設けられています。適用基
準は、過去4会計年度のうち2会計年度で
連結売上高が7億5,000万ユーロ以上とな
る場合です。
また、2つのグループが合併した場合、

各グループの売上の合計が 7億 5,0 0 0万
ユーロ以上となる場合は、適用基準を満
たすものとみなされます。逆に、会社分割
があった場合にも、特別なルールが適用
されます（図表1参照）。

4. 所得合算ルール（ IIR）

IIRでは、国・地域ごとに多国籍企業に
課せられる実効税率（ETR）を計算します。
その結果、ある国・地域のETRが15％未満
となる場合、その国・地域の各構成事業体
についてトップアップ税を計算します。
つまり、IIRはこのトップアップ税を課す

ための原則的なルールということです。IIR

の適用上、多国籍企業グループ内の親会
社は、低税率の構成事業体のトップアッ
プ税のうち、親会社の持分に相当する金
額について、その税務上の居住地で課税
されることとなります。
トップダウンアプローチでは、持株の

連鎖の中で最も高い位置にある親会社が
優先されます。したがって、資本関係が
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多階層となっているケースにおいて、多国
籍企業グループの最終親会社（ Ultimate 

Parent Entity）がIIRの対象となる場合に
は、中間親会社ではなく、当該最終親会
社がIIRにより課税されることとなります。
なお、最終親会社がIIRの対象とならな

い場合、IIRの課税権は、IIRを導入する中
間親会社の国・地域に移ることとなりま
す。また、低税率の構成事業体が多国籍
企業グループ外に重要な（すなわち、20％
超）少数株主を有している場合には、トッ
プダウンアプローチの例外が適用され 

ます。
GloBEルールにはUTPR軽課税支払い

ルールやその他に租税条約の改定により
導入されるSTTR租税条約の特典否認ルー
ルが存在しますが、本稿では国内法制
化が間近に迫っているIIRにフォーカスし 

図表2 GloBE ルール 　 税金計算フロー

1） 適用閾値の判定

2） 構成事業体と最終
親会社の特定

3） 除外事業体の特定
と除去

4） 各構成事業体の所
在 地 国・地 域 の 特
定

1） 財務会計上の純損
益の決定 (単体 )

2） GloBEルール上の
調整

3） オプション調整の
検討

4） 恒久的施設または
フ ロ ー・ス ル ー 事
業 体 の 配 分（必 要
に応じて）

1） 対象税金の特定 

2） 一時差異および過
年度の損失に対す
る対象税金の調整 

3） 対象税金の配分
（必要に応じて）

4） 申告後の一定の調
整

1） トップアップ税の
計 算（軽 課 税 国・
地域別）

 i. 各 軽 課 税 国
（ETR＜15％）に
対するトップ
アップ税率の算
出

 ii. 所在地国・地域
の超過利益に対
するトップアッ
プ税率の適用

 iii. 過年度の対象税
金またはGloBE
損益の調整によ
り生じる当年度
追加トップアッ
プ税の計算

 iv. 適格国内ミニマ
ムトップアップ
税制に基づき課
税された現地税
額（国内トップ
アップ税）の控
除

2） トップアップ 税 の
計 算（構 成 事 業 体
への配分 )

1） IIR

 i. IIRに基づくトッ
プアップ税の納
税義務者である
親会社の特定 

 ii. IIR に基づいて
親会社が支払う
トップアップ税
の額の決定 

2） UTPR

 i. UTPR に基づい
て配分可能な残
りの金額がある
場合は、その金
額の特定

 ii. UTPR 適用域へ
の残留トップ
アップ税の配分
および各国・地
域での課税

1） 申告事業体の特定    
（各構成事業体、指

定現地事業体、最
終親会社、指定申
告事業体）

2） 報告すべき情報の
収集

3） 未払税額計算、繰
延税金計算、会計
報告

3） 報告会計年度終了
後15ヵ月以内に、
所 在 地 国・地 域 の
税務当局に GloBE
情報申告書の提出

対象となる
事業体の特定

ETR 計算
（分母）

ETR 計算
（分子）

トップアップ税
の計算

トップアップ税
の割当

税金計算
申告業務

出典：KPMG作成

1 2 3 4 5 6

図表1 BEPS 2.0　Pillar 2  GloBEルールの範囲

IIR
所得合算
ルール

GloBE：Global Anti-Base Erosion
IIR：Income Inclusion Rule
UTPR：Undertaxed Payments Rule
STTR：Subject to Tax Rule

軽課税国の子会社等に係る
実効税率と最低税率（15%）
の差をトップアップ税として
課税

IIRによる課税が十分に実施
できない場合経済実体がある
関係会社の所在国で課税

軽課税国のグループ会社への
利子等の支払について租税条
約上の特典を否認し最低税率
までトップアップ課税

出典：公開情報を基にKPMG作成

各国が国内法で措置する GloBE ルールと、租税条約の改訂により導入される
STTR から構成される。

GloBEルール

01
UTPR
軽課税支払
ルール02

STTR
租税条約の
特典否認ルール03
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ます（図表2、3参照）。

5. ETRの計算

GloBEルールのETRは、その国・地域の
構成事業体の調整後対象税金の合計を、
その国・地域の所得（純GloBE所得）で割っ
たものとなります。構成事業体の調整後
対象税額の出発点は、構成事業体の財務
諸表上の当期税金費用（対象税金に関す
るもの）であり、さまざまな調整が行われ
ます。そのため、「対象税額の意味」と「さ
まざまな調整の性質」を理解することが重

要となります。
対象税額には、構成事業体の所得に関

連して計上される税金のほか、法人所得
税に代わる税金（国外所得にかかる源泉
所得税など）、配当分配に関する税制によ
り課される税金、内部留保や資本に関連
して課される税金が含まれます。
税金費用の調整には、除外された所得

に関する金額の減額、不確実な税務ポジ
ション、特定の還付可能な税額控除、3年
以内に納付されない未払税金の除外など
が含まれます。また、構成事業体の申告後
の調整についても規定されており、これに

より前年度のETRやトップアップ税の再計
算が必要となります。

GloBEルールでは、純GloBE所得を有す
る国・地域の多国籍企業グループのETR

を会計年度ごとに計算することが規定さ
れています。ある国・地域の多国籍企業グ
ループのETRは、その国・地域に所在する
各構成事業体の調整後の対象税額の合計
（分子）を、その国・地域のその会計年度
の純GloBE所得（分母）で割ったものにな
ります（図表4参照）。

図表3 GloBEルール 　トップアップ税の計算

出典：KPMG作成

トップアップ税額は以下のように計算される。

トップアップ
税率 超過利益 当年度追加

トップアップ税
国内

トップアップ税
国・地域別
トップアップ税

最低税率（15％）と
所在地国・地域の実効
税率（ETR）との差

過年度の対象税金または
GloBE 損益の調整により生じる
当年度追加トップアップ税

構成事業体の所得の
比に応じて構成事業体
へ配分される

すべての構成事業体のGloBE所得・損失を
合計した所得（純GloBE所得）から実体ベースの
カーブアウト額を控除した残額（プラスの金額）

軽課税国・地域において、適格国内ミニマム
トップアップ税制に基づき課税された現地税額

（二重課税防止のため、減額）

図表4 GloBEルール 　ETRの計算

出典：KPMG作成

実効税率（ETR）は国・地域ごとに計算する。
同じ国・地域に複数事業体がある場合、分子も分母も合計額となるため非常に煩雑な作業となる

ETR

調整後対象税金
Adjusted Covered Taxes 

純 GloBE 所得
Net GloBE Income

1） 財務会計上の当期税金費用 

2） +/-  一時差異等の調整 

3） +/-  CFC 税、分配税等の配分
4） +/-  申告後の一定の調整

1） 財務会計上の純利益・損失  

2） +/-  GloBEルール上の調整
3） +/-  恒久的施設、フロー・スルー事業体等への配分
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6. 純GloBE所得の計算方法

国・地域の会計年度の純GloBE所得は、
次の計算式にしたがって計算されたプラス
の金額となります。
純GloBE所得 ＝
国・地域のすべての構成事業体のGloBE

所得
―国・地域すべての構成事業体のGloBE

損失
各構成事業体のGloBE所得とは、当該

構成事業体の会計の純損益から特定の項
目について調整したものを言います。特定
の項目として、株式報酬費用や一定の「還
付可能な税額控除」の処理等があります。
国・地域の会計年度の超過利益は、純

GloBE所得から「実体ベースのカーブアウ
トによる控除額」を差し引いた場合のプラ
スの金額です。ある会計年度における国・
地域のトップアップ税は、超過利益にトッ
プアップ税率（最低税率15%とETRの差）
を乗じた額から、国内トップアップ税を差
引き、さらに前年度の増額調整などの特
定の調整から生じる当年度の追加トップ
アップ税を加えた額となります。
また、少額免除基準による除外規定が

あります。以下の要件を満たす場合、国・
地域に所在する構成事業体のトップアッ
プ税は、当該会計年度においてゼロとみ
なされます。
（1）  当該国・地域の平均GloBE収益が

1,000万ユーロ未満であること
（2）  当該国・地域の平均GloBE損益が 

100万ユーロ未満であるか、損失であ
ること

Ⅲ

こんなにも複雑なGloBE
ルールの税金計算

上述のとおり、GloBEルールの税金計算
は非常に複雑であり、連結会計パッケー
ジに含まれる財務情報のほか、子会社か
らモデルルールにて要求されるさまざま
な情報を迅速に収集してトップアップ税
の計算を完了する必要があります。この
GloBEルールの税金計算の複雑さとタイ 

ムラインを図に示すと図表5、6、7のとおり 

です。
企業が会計上の決算を迎えるにあたり、

この複雑な計算を数日間で完了させなけ
ればなりません。
日系企業への影響は甚大であり、今後

のGloBEルールの改正、日本の税制改正
内容によって大きく異なることから、税務
担当者だけで対応しきれるものではあり
ません。この問題は日系多国籍企業の連
結ベースの最終利益を変動させるもので
あり、企業経営にとって非常に重要なCFO

アジェンダなのです。

Ⅳ

GloBEルール対応のための 
グローバル税務ガバナンス 
体制の構築

OECDの国際合意に基づくBEPS GloBE

ルールは複雑であり、この国際課税ルー
ルの変革と連年の税制改正により、今後、
グローバルに展開する日系多国籍企業は
グループ全体のビジネスモデルや利益配
分を各国および日本の税務当局に報告す
ることが義務付けられます。そのため、こ
れまで以上に税務に関する強固なコーポ
レートガバナンス体制を構築することが求
められるようになります。
それでは、GloBEルール対応のためのグ

ローバル税務ガバナンス体制を構築する
ためにはどうしたらいいのでしょうか。そ
れは、各国の税制改正、税務調査の動向、
海外子会社の税務コンプライアンスの状
況および税務ポジションなどの税務情報
を一元管理する税務情報インフラを本社
主導で構築することです。

GloBEルール対応のためのグローバル

GloBEルール
税金計算

図表5 GloBEルール税金計算のイメージ

出典：KPMG作成

例えば、ある国に3つの子会社がある
とします。

通常は3社の情報は、親会社であれ
ば、連結情報として入手できています
が、その情報だけではGloBEルール
の税金計算はできません。

連
結
決
算
情
報
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税務ガバナンスを1から構築するには資金
も必要ですし、時間もかかります。そこで、
ここではKPMGのグローバル・コンプライ
アンス・マネジメントサービス（GCMS）が

開発した「KPMG Digital Gateway」をご
紹介します。KPMG Digital Gatewayは、グ
ローバルに展開する日系企業が利用可能
な税務管理用ツールとしてリリースされた

統合プラットフォームです。

これでようやく
1ヵ国・地域のGloBEルール

税金計算が可能に

図表6 GloBEルール税金計算のイメージ

出典：KPMG作成

各子会社の連結情報を単純合算するのではなく、GloBEルールの税金計算項目を切り出し、各要素の調整計算を行った上で、国・
地域ごとに合計して、ETRの分子分母に当てはめていきます。

図表7 GloBEルール税金計算のイメージ

出典：KPMG作成

さらに、国・地域ごとに同じ調整計算を行い、正確に税額の計算をしなければなりません。
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グローバル・コンプライアンス・ 

マネジメント・サービス（GCMS） 
KPMG Digital Gatewayの紹介

税務プロジェクト・マネジメント×テクノ
ロジーのプロが提供する税務アウトソーシ
ング・ソリューションです。

こんなことでお困りではありませんか？

■  BEPS2.0対応のため連結会計パッケー
ジに含まれる財務情報のほか、子会
社からモデルルールにて要求されるさ
まざまな情報を迅速に収集してトップ
アップ税の計算するリソースがない。

■  全海外子会社の税務コンプライアンス
の状況を把握したいが、全く可視化で
きていない。

■  税務調査が入ってから各国の税務リス
クを初めて認識することが多い。

■  管理事務の工数を削減し、限られた人
材を有効に活用したい。

■  部署間、海外子会社、外注先との情報
共有を円滑化したい。

■  国際税制改革（グローバルミニマム税）
により親会社による税務データの一元
化が必須となるにも関わらず、まだ対
応策がない。

■  税務ガバナンスを含むESG課題に関す
るステークホルダーからの報告要求が
高まっているが、具体的な改善案が浮

かばない。
■  各国の税制改正の動向を把握しきれな
いため、タイムリーな対応・改善ができ
ていない。

グローバルのネットワークを持つ
KPMG税理士法人だからこそ提案 

できるGCMS

1. ニーズに合わせた業務設計 
KPMGメンバーファームのネットワーク

を最大限に活用することで、多様なコン
プライアンス業務支援を提供します。企
業各社の税務プロセスが異なるように
GCMSに「型」はありません。クライアン
トのニーズに合わせて必要とする場所に
的確な人材を配置し、直面するさまざまな
課題に一緒に向き合い、1つひとつ解決へ
導きます。

2.  バランスの取れたデリバリー 
モデル 
税務プロセスの難易度、各国特有の規

制、クライアント固有のニーズなどに合わ
せてデリバリーモデルを構築します。地域
レベルで申告書作成業務を集約し、DXを
最大限に活用し効率的に進める「一元化
モデル」と現地専門家の知識や経験を取り
入れた「拡散化モデル」を組み合わせたハ

イブリットモデルを提案します。 

3. 必要不可欠なPMO
規模の大きなプロジェクトを成功に導

くためには税務の専門家だけでなくプロ
ジェクトマネージャーの存在が不可欠で
す。KPMGは各地域（ASPAC、Americas, 

EMEA）において、GCMSに特化し、税務
の知識を持ち合わせたPMO（プロジェク
ト・マネジメント・オフィス、以下「 PMO」
という）を設置しています。オペレーショ
ン・モデルの構築サポート、プロセスの統
一化、リスク管理等、クライアントのニーズ
に合わせてPMOが柔軟に対応します。ま
た、日本語対応可能なPMOが本社の窓口
兼PMO代表となり、本社の意向が反映さ
れるチーム体制でプロジェクトを推進し 

ます。

4.  可視性とコスト削減を重視した 
テクノロジー 

Microsoft Azure※を搭載したクラウド
ベースのKPMG Digital Gatewayは税務プ
ロセスを管理する上で必要なテクノロジー
をまとめたグローバル・プラットフォームで
す。データ・マネジメント、プロセス管理、
データ分析だけでなく、効果的にコラボ
レーションを高めるツールとしてもご利用
いただけます。また、Microsoft Power BI※ 

により、集約した税務データを元に、社
内・社外報告用のグラフや表などを用いた
視覚的にわかりやすい資料作成も可能に
なります。
※   Microsoft Azure、Microsoft Power BI

は、マイクロソフトグループの企業の商標 

です。

今なぜKPMGのGCMSが注目されて 

いるのか

1. ESG課題への対応
投資家などのステークホルダーにとって

昨今関心があるのは税務ガバナンスの透
明性向上です。多国籍企業にとって税務
の行動規範やポリシーを定めることは出
来ても、オペレーション・モデルを再構築
し、コンプライアンス業務を標準化するの

図表8 GloBEルール税金計算のタイムライン

この期間内に
計算を終えないといけない

3 月 31 日
決算日

4 月 X 日
決算数値確定日

4 月 X 日＋ 1～3 日
監査開始日

出典：KPMG作成

たった数日で複雑な税金計算をすべての国・地域分を正確に実施する必要があ
り、それを完了することができるか
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は容易なことではありません。
多くの企業が、税務ガバナンスのフレー

ムワーク構築・実現に特化したプロに任せ
て飛躍的な改善を目指すかどうかのター
ニングポイントを迎えています。

2. 国際税制革命―BEPS2.0への対応
BEPS2.0により、最終親会社による海

外子会社の税務データ分析が不可欠に
なります。KPMGは税務テクノロジーなし
では税務データの一元化は不可能であ
ることを見据え、5 0億米ドルを投資し業
界一の税務テクノロジーを開発しました。
BEPS2.0から生まれる新たなコンプライア
ンス対応だけでなく、海外子会社からの
情報収集が不可欠であるCbCR（国別報
告書）やCFC（タックス・ヘイブン対策税
制）対応も税務テクノロジーを用いて容易
に進めることができます。1

3. 税務に係る人材不足を解消
日々のコンプライアンス業務を委託する

ことで限られた社内のリソースを有効活用
できるようになります。本社主導で各国の
税務プランニングやリスク管理など重要
な税務論点にフォーカスできる環境を実
現します。

Ⅴ

KPMGが考えるGloBE 
ルールとGCMS KPMG 
Digital Gatewayの未来

GloBEルールの適用に伴い国内法の大
改正が実施されることにより、日系多国
籍企業のコーポレートガバナンスは、多大
な影響を受けます。連結ベースの最終利
益を変動させる重要なアジェンダに対応
するため、本社主導で経営判断の基礎と
なる海外子会社の税務情報をいかにして
タイムリーに入手できるか。それが、日系
多国籍企業がグローバル税務ガバナンス
体制を構築するうえでのポイントとなりま
す。KPMG Digital Gatewayは、その司令塔
的な役割を担うといっても過言ではないと

考えます。KPMG Digital Gatewayのクライ
アント専用サイトを通じて、KPMGの世界
中の税務プロフェッショナルと協働するこ
とで、日系多国籍企業は税務先進企業の
ベストプラクティスに基づく最適化された
グローバル税務ガバナンスを構築すること
が可能となります。

1  「KPMGグローバルCEO調査2021」に 

ついて
  https://home.kpmg/jp/ja/home/

insights/2021/11/ceo-outlook.html

関連情報

ウェブサイトでは、税務に関するさまざまな最新情
報を紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2016/05/tax.html
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